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現在, 地方経済は ｢累積的な縮小ループ｣, すなわち人口の減少に伴って地域経済が縮小し, そ

れが行政サービスの低下と更なる人口減少をもたらすという循環に直面しており, 産業と雇用の創

出が急がれる (中村����)｡ こうした状況に至った一因として, 戦後日本の地域開発において繰り
返し行われてきた ｢外来型開発｣ の失敗を挙げられよう｡ ｢外来型開発｣ とは, 国の一律的な政策

に従うことで補助金を受けたり, 大企業誘致による経済効果に依拠したりという, ｢政府や大企業

誘致に地域の運命を預ける開発｣ (宮本����, ���)�である｡ しかし, これがもたらしたのは, 当該
地域経済の持続的な発展ではなく, 地域間格差であった｡ そして今日, 誘致工場の閉鎖や海外移転

による影響に苦慮している地域は少なくない｡ 最近の地方創生の施策では, 大企業の地方移転に対

する税制優遇について, 工場や店舗ではなく本社機能の移転を条件として推進しているが, 根本的

に従前と何ら変わらない｡

こうした中で多くの地域が, 活性化に向けて主体的に取り組み始めている｡ そのキーワードの１

つに, ｢地域ブランド｣ が挙げられる｡ 例えば日経ブランド戦略サーベイ (����) による地域別ブ
ランド力ランキングでは, それぞれ１位から順に, 都道府県別では北海道, 京都府, 沖縄県, 市・

特別区別では京都市, 神戸市, 横浜市, 町村別では軽井沢, 屋久島, 箱根となっている｡ 名産品に

ついては, 讃岐うどん, 博多辛子明太子, 白い恋人の上位３品が名を連ねている｡ また, 今治のタ

オルや鯖江のメガネといったモノも有名である｡

次節で整理する通り, 地域ブランドという言葉に共通の捉え方は確立されていない (田村����,
川辺・美土路����)�｡ 上のように, その対象は都道府県レベルから個別の特産品レベルまで様々で
ある｡ だが, いずれも自らの地域資源に着目し, その価値を高めることで地域の潜在的可能性を切

り拓いていこうとする持続的な活動である｡

中でも農林水産物という地域資源の高付加価値化に目を向けると, ６次産業化の取り組みが活発

である｡ ６次産業化は１次産業×２次産業×３次産業と表され, 農林水産物の生産 (１次産業) に

ついて, その加工 (２次産業) と販売 (３次産業) まで一貫して行うことである｡ この言葉の提唱
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１ 宮本 (����) は, 外来型開発計画が何度も失敗した原因として, それら事業の事後的モニタリングが行われ
ていないという政策の欠陥を指摘する｡

２ 田村 (����) によれば, 行政の各省によってもその対象は異なっている｡ 農林水産省は生鮮食品を, 経済産
業省は特産品を, 総務省は地方行政体を対象とする｡



者は, 今村奈良臣氏である｡ 最初に提唱された時は１次から３次の足し算であったが, もし, そも

そも農業に活力がない, つまり１次産業が０であったら結果も０になるということと, ｢単なる寄

せ集めでは不十分で, １次, ２次, ３次産業の有機的・結合的結合｣ であるという主張から, 掛け

算に修正された (今村����)｡
６次産業化が進められる際の問題意識とは, 生産者が生産物の価格決定権を持っていないという

点にあり, 加工と販売まで行うことで付加価値を高め, 収益を増加させようとするものである｡ 日

本政策金融公庫 (����) の調査によれば, ６次産業化に取り組む主体の約７割が ｢直接販売｣と ｢農

産物加工｣ を行っている｡ また, 同様に多くの主体が, ｢差別化・ブランド化による販売単価の向

上｣ を目指して ｢原材料にこだわった商品の開発｣ をしたり, ｢販路開拓等による販売数量の増加｣

に取り組んだりしていることも示されている｡ そして, 各地域では, ６次産業化を推進する制度整

備が進む｡

だが, 室屋 (����) は, ｢川下主導の６次産業化｣ という皮肉な現実を指摘する｡ 川下の食品産
業が, 商品の低価格化や輸入品に対する差別化を図ろうと, またプライベート・ブランドの開発に

伴って, 農産物調達や加工機能の後方統合を進めているのである３｡ これは, 川下企業の経済性追

求の論理に依っており, 生産者は契約取引等によって企業側から経済的インセンティブを与えられ

る形であり, こうして形成されるフードシステムには ｢地域農業や地域経済の全体的な振興という

視点が十分でない｣ (����)｡
こうした問題状況において, 本稿は次の２つの問題について, ケイパビリティ論によって考察す

る｡ ひとつは, 地域ブランド構築とはどのようなアクティビティであるかという問題, もうひとつ

は, 特産品 (食品) の地域ブランド化戦略とは何かという問題である｡ そして, 広島県における広

島レモンのブランド化の成功事例から, 地域ブランド化戦略に関する実践的インプリケーションを

提示する｡

ケイパビリティ論は一般に, 企業組織を想定して展開される経営学理論である｡ 企業の戦略は,

自社内外の資源を効果的に利用してビジョンを達成し, ゴーイング・コンサーンとして永続するた

めの合理的プロセスである｡ 地域ブランド化を考えるにあたり, 企業の戦略論やブランド論を短絡

的に当てはめることには異論もあろう４｡ だが今日において, 地域ブランドや�次産業化という言
葉は, 地域活性化をもたらすマジックワードとして独り歩きしている感が否めない｡ こうした状況

において, 本稿の主張は, �次, �次, �次産業を�つのバリューチェーンと考えたうえで, それ
ぞれの資源やアクティビティをどのようにコーディネートすべきかを考える必要があるということ

である｡ こうした視点は, ケイパビリティ論によって得ることが出来るのであり, そのうえで, い

かなる経済主体がそれらのアクティビティや資源をコーディネートする主要なプレイヤーとなりう

るかを考える必要がある｡
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―��―３ 農産物調達の形態は多様である｡ ゆるやかな販売契約, 数量契約, 全量取引といった契約取引の形態もあれ
ば, 農業へ直接参入する形態, または農業生産法人への出資という形もある (室屋����)｡

４ 製品 (企業) のブランド化では対象商品やアクターが明確であるのに対し, 地域ブランドではそれらが多様
であり, ゆえにコミュニケーション戦略も異なる (三浦����)｡



地域ブランド構築は ｢新しいビジネスモデル｣ (田中���������) であり, 各自治体は少なくな
い予算を投入している｡ ブランド力を持った生産物によって, 安定的に高い収入を得られる農業を

地域で確立し, 雇用を求めての人口流出の抑制につなげるためには, 戦略論から合理的に考察し,

こうした取組みを効率的に成功させることが大切ではないだろうか｡ 本稿の考察対象は, 地域ブラ

ンドの多様な対象の中で中核的とされる特産品, 特に食品 (田村����) である｡
本稿は, 次のように構成される｡ 次節では地域ブランドの概念や戦略, ６次産業について先行研

究をレビューする｡ 第３節は, 本稿の分析視覚であるケイパビリティ論について紹介する｡ 第�
節では, 広島県における広島レモンのブランド化の取組みを紹介し, 特にカゴメとのコラボレーショ

ンに注目する｡ 最後に, 結論を述べる｡����������������
青木 (����) は, 地域ブランド化の既存の取組みの多くは, 全体的というより個別的, つまり

例えば観光地や農産品それぞれのブランド化を別個に考えていると指摘する｡ しかし, 地域経済や

地域自体の活性化を図る手段としてブランド化を考えるのであれば, 地域全体の総合的なブランド

化という枠組みが重要であると言い, 全体的な ｢地域ブランド｣ と個別的な ｢地域資源ブランド｣

に区別し, 地域ブランド構築のモデルを提示する｡ 個別的な地域資源ブランドとは, 企業で言う個

別の製品ブランドである｡ 具体的には, 地域における農水産物ブランド, 加工品ブランド, 商業地

ブランド, 観光地ブランドである｡ 一方, 地域ブランドとは地域全体のブランド化であり, 製品ブ

ランドに対して企業ブランドにあたる｡ 地域ブランドは各地域資源ブランドを束ねる傘であり, 両

者は補完的な関係にある｡

ブランド化とは, ｢意識的な差異化によってユニークな特徴を生み出し, その意味や価値を伝え

ることによって, 顧客に選択され続ける仕組みをつくり出す行為｣ (����) である｡ そして, 地域
ブランドにおいて差異化をもたらすのは ｢地域性｣, すなわち ｢当該地域の自然, 歴史, 伝統に根

ざす ｢地域らしさ｣ のことであり, 人々をして地域資源ブランドに対して何かを期待させ, また,

地域資源ブランドを通して実感する当該地域らしさ｣ (����) である｡ ｢地域性｣ とは具体的に何で,
どのように機能を果たすかは, ブランド化プロセスの段階によって異なる｡

青木 (����) は, 地域ブランド化の基本構図を, ４段階からなる循環プロセスで説明する｡ 最
初は, 強固な地域資源ブランドの確立に始まり, そこでの ｢地域性｣ は ｢ユニークな特徴の裏付け｣

(����) となる｡ 例えば関さばは, ｢潮流の速い佐賀関沖に棲み付く 『瀬付き魚』 であるが故に, 身

が締まっておいしい｣ (青木 ����) という地域性により, 価値を高める｡ 次に, こうした様々な地
域資源ブランドに共通する ｢地域性｣ が核となり, 傘ブランドとしての地域ブランドが構築される｡

地域ブランドには, この地域で提供される様々な価値が縮約されていて, 象徴としての ｢地域性｣

を創り出す｡ この ｢価値の総体｣ としての傘ブランドは, 傘下の各地域資源に対する人々の期待価

特産品の地域ブランド戦略－広島レモンの事例から

―��―



値を強め, そうして底上げされた各地域資源ブランドは, 農産品といった形で売れたり観光客を増

加させたりして, 地域に経済活性化をもたらす５｡ ｢地域性｣ の中身は再確認, 再発見, 再編成さ

れることが重要で, 異なる ｢地域性｣ 間には一貫性と整合性が求められる｡���������������
田村 (����) によれば, ブランドとは市場において消費者との間に ｢特異な顧客関係性を発展

させた商品｣ (����) である６｡ ブランド化においてはまず市場発展, すなわち顧客と潜在顧客の数

を増やすことが必要条件であり, マーケティング活動によって顧客を創造すると同時に, 市場発展

に対応できる生産体制を整えることが求められる｡

消費者はある商品について, 不認知→認知→理解→試買→常用という段階, すなわち顧客化階層

を経て顧客となる７｡ ブランド化で最も重要なのは, 忠誠をもって商品を常用する顧客を創造する

最後の段階であり, 試買段階は ｢ブランドが芽生える苗床｣ (����) である｡ このうち, 不認知の
割合によって, 市場発展は３段階に分けられる｡ 不認知率が��％以上の市場は未発展市場, 不認
知率�����％は発展途上市場, 不認知率��％未満であれば発展市場である８｡

市場の発展段階により, 取るべき戦略は異なる｡ 未発展段階であれば, 商品の知名度を上げるこ

とが第一となり, 発展途上段階では, それに加えて理解率や試買率の拡大にも取り組み, そして発

展段階では, いかに常用顧客数を増やすかといった点が重要となってくる９｡

顧客創造とは広告宣伝, 販路開拓, 商品開発というマーケティング活動である｡ とりわけ前者２

つの, 消費者が ｢商品に接したり見聞きする｣ (����) 出会いを提供する活動が中核的である｡ 広
告宣伝とは, 商業広告 (テレビ, 新聞, 雑誌などマス媒体によるもの, インターネットでの広告,

パンフレットによる広告), マスコミ記事・広報, 口コミといった形態で, 情報提供型の出会いで

あり, 販路開拓とは観光販路と一般販路という販売拠点型の出会いである｡ これらの出会い活動に

ついて, 消費者がどの接点を通じて各特産品に出会ったかを示す到達率から, 田村 (����) は以下
のように整理する��｡
マスコミ・広報と口コミは, 商業広告と異なって非営利的であるため消費者からの信頼が高い｡

そして, すべての出会い活動の中で圧倒的な到達率を誇るのが, マスコミ・広報タイプの一種であ

るテレビ番組である｡ ご当地料理では, 産地に集積している中小店がグルメ特集の対象になりやす

いことからマスコミ・広報の到達率が最も高い｡ また, 果物以外農産, 果物, 水産でも, 生産者や
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５ 地域資源ブランドは ｢送り出すブランド｣ と ｢招き入れるブランド｣ に分類される｡ 前者は農水産物ブラン
ドと加工品ブランドという ｢ものづくりのブランド構築｣ であり, 後者は商業地ブランド, 観光地ブランド,
生活基盤ブランドという ｢まちづくりのブランド構築｣ である (青木����)｡

６ 顧客関係性の状態を見る指標として, 愛着度, 常用, 推奨意向, 価格プレミアムが挙げられている｡ (田村���������)
７ ｢不認知｣ とは ｢その商品の名前さえ知らない｣ 段階であり, ｢なんらかのきっかけで名前を知｣ る ｢認知｣,
｢どんなものかを見聞き｣ する ｢理解｣ の段階へ, そして試買経験を経て, ｢現在でも反復的に購買｣ の ｢常
用｣ 段階となる (田村����, ����)｡

８ この基準は, ｢段階確認の簡便ルール｣ として提示されている (田村����, ����)｡
９ 同じ特産品でも, 地元市場と全国市場では発展段階が異なることもある (田村����)｡�� 調査対象の品種やデータについては, 田村 (����) 参照｡



タレントが映像を通じて説明をすることは, 未発展段階に加え, 発展途上段階における商品理解に

も有効である｡ 口コミには３タイプあり, ｢伝統的口コミ｣ とされる周囲の評判, 当該地域の有名

人や自治体長の発言, ソーシャル・メディアである｡ ご当地料理は, 口コミ対象になりやすい｡

インターネットによる到達率は低く, 特産品はまだ, 自ら検索をかけて情報収集をする対象となっ

ていない｡

ブランド化とは, 最終的には試買を経て実現されることであり, 広告宣伝型よりも販売拠点型の

方が効果的である｡ 一般販路の到達率は, すべての活動の中でテレビ番組に次いで高い｡ つまり,

全国のスーパーや百貨店の店頭で定番品となることが重要である｡ 一般販路は, 未発展段階の果物,

水産, 酒の知名度向上において最大の効果を示していて, また発展段階において商品内容を理解さ

せるうえでも, 果物, 畜産, ご当地料理について高い効果が示されている｡

観光販路の対象は ｢観光客としてその商品産地を訪れた消費者｣ (����) であり, 最も重視すべ
き市場ターゲットである｡ 観光客は強い試買志向を持ち, この販路が大きな機能を果たす点は特産

品マーケティングの特徴である｡ 中でも注目すべきは, お土産という形である｡ 土産物はその受領

者までも ｢一種の ｢試買｣ 者｣ (����) とすることができ, 土産物受領の到達率は最も高い｡ 菓子
を代表的な形とし, 特産品をお土産にしたり, 観光客が帰路に利用する場に販路を確保したりする

ことがポイントとなる｡ そして未発展段階の特産品にとって, 観光販路とは消費者の反応や嗜好を

知ることができる, 重要なテスト市場である｡

それぞれの特産品は, 自商品の発展段階や品種特性を考え, 効果的なマーケティング活動を行う

ことが肝心である｡���������
櫻井 (����) は, 今日の６次産業化政策の議論を整理し, 問題点を指摘する｡ ６次産業化とは,

｢産業としての農業の持続的発展に加え, 農村振興のための施策｣ であり, ｢総合的な地域活性化政

策｣ (����) である｡ ����年代以降の政府による地域活性化策を見ると, クラスター論に基づく政
策から農商工連携へ, そして今日の六次産業化・地産地消法 (����年施行) に基づくものへと展
開されてきている｡ いずれも農村経済の多角化という枠組みでの活性化策であるが, それぞれの政

策の多角化の対象や方向性の相違から, 櫻井は次のように整理する｡

まず今日の６次産業化とは, 六次産業化・地産地消法の ｢総合化事業計画｣ に基づき, 個別レベ

ルの農林漁業の ｢経営体自ら商工部門を内部化｣ (����) する ｢農業部門主導による経済活動多角

化｣ (����) であり, 櫻井 (����) は ｢狭義の６次産業化｣ と呼ぶ｡ それに対し, 農林漁業の経営

体の集団が多角化の対象となり, それらが狭い地理的領域内で連携することを志向したのが農商工

連携事業計画であったのであり, クラスター論に基づく政策とは, 地域経済全体のレベルでの連携

を推進するものであった｡ こうしたマクロレベルでの ｢地域社会全体の経済活動の多角化｣ (����)
政策は, ｢広義の６次産業化｣ とされる｡

この２つのレベルの言説の混在が, 時に混乱を招いていると櫻井 (����) は指摘する｡ つまり,
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全体的な目的としてはマクロレベルでの地域活性化を掲げていながら, 具体的な支援策である ｢総

合化事業計画｣ が対象としているのは, 個別経営体による内部化の取組みなのである｡ そして, 今

日では専ら狭義の６次産業化が進められているが, どちらを選択するかは経営体の力量と外部環境

から考慮されるのであり, 連携も重要な選択肢として活用されることが重要だと言う｡ 広義の６次

産業化から狭義の６次産業化へと政策の中心がシフトしている理由については, 別の機会に検討す

るつもりである｡

しかし, ６次産業化の成果と言えば, 成功した例は多くなく, また先述したとおり, ｢川下から

の６次産業化｣ が生じているのが現実である｡

日本政策金融公庫 (����) が行った調査によれば, ｢６次産業化を進める上で不足している人材
又はノウハウ｣ を問う質問に対し, ｢営業・販路開拓｣ が����％, 次いで ｢加工｣ が��％, そして
｢組織の管理・運営｣ が����％挙げられている｡ また, 川辺・美土路 (����) は, 農業者等は ｢『加

工』 についてはある程度, 自らが自家消費用に作っていたものの延長線上に想定できても, 流通・

販売の知識, スキルの蓄積は薄い｣ (����) と述べる｡����������������������������
本稿は特産品の地域ブランド化戦略の考察にあたり, ケイパビリティ論を用いる｡ ケイパビリティ

論は, 戦略論の系譜と組織の経済学の系譜がある (渡部����)｡ まずは前者の流れを見ていきたい｡
外的要因 (産業構造) の分析を主としたポーターの�つの競争要因モデルを批判し, 企業の競
争優位の源泉としてその内的要因に着眼したのが, 資源ベース論と呼ばれる一連のアプローチの始

まりである (������������������������������������)｡ その初期の議論では, 組織特殊的な資
源, すなわち異質性や移転困難性といった特徴を持つ模倣困難な個別資源を所有し, それを保護・

強化しつつ多角化してゆくことが肝要とされた｡ しかし, あらゆる環境のもとで特異な資源が企業

のパフォーマンスにつながるわけではない｡ 資源やアクティビティが価値を生みだすためには, 環

境に応じて資源を再配置する必要があり, それゆえ資源のもつ潜在力をパフォーマンスにつなげる

力である組織ケイパビリティこそが企業の競争優位の源泉となる｡

そもそも組織が存在するのは, 市場の失敗ゆえ, 市場では資源の自動的な最適配分がなされない

ためである｡ ここでいう市場の失敗は経済学でいうそれとは異なり, 取引される財やサービスの性

質に起因する｡ つまり, 取引される無形資源といったものについては, 先物市場や定期市場といっ

た市場は存在しない｡ そうした状況で, 組織においては経営者によってコーディネーションが行わ

れ, 資源は有効に利用されえるのである��｡ ここで重要なのが補完性, すなわち ｢それぞれの資源
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―��―�� コーディネーションにおいては, 各活動が同じ向きに揃って行われる必要がある｡ それは, ｢オーケストラ
の場面において, すべての演奏者が, 指揮者に背を向けて揃っていては意味がない｣ (木戸・谷口・渡部����)
のであり, これを�����(����) は資源のオーケストレーションと表現している｡



が個々別々に存在するよりは, それぞれ補完し合う場合に, より大きな効率性を実現できる｣ とい

う, いわゆるシナジー効果であり, それがコーディネーションを基礎づける原理である (渡部���������)｡ 組織のケイパビリティとは, この原理に基づいて種々の個別資源およびそれを活用
して行われる活動を補完的に統合することに関する, ｢組織独自の資源活用能力, もしくは学習能

力｣ (����) であり, これこそが組織の最も重要な資源である｡ そして, 資源や活動のコーディネー
ション形態が異なることにより, 組織は他の組織と異質な存在になる｡��������������
組織の経済学で扱われる主要問題のひとつが, 企業の境界問題である (������������������������)｡ 企業の境界問題とは, 組織の戦略に適合的な組織形態について, 組織はどの活動について
自ら組織内部で行い, どの活動については市場を利用するかという, 組織と市場の境界設定

(����������) を考える研究である｡ 組織境界に関して, 現在の代表的な２つのアプローチは取
引コスト論とケイパビリティ論である｡

取引コスト論は, �����(����) による, もし市場の価格メカニズムで資源配分が最適に行われ
るのであれば, なぜ組織が存在するのだろうかという疑問提起を契機としている｡ 彼は, 他企業を

利用するには市場を利用するコストが発生するため, それを節約するために組織内部で取引が行わ

れることを示し, 市場と組織という２つの資源配分メカニズムが存在することを明らかにした｡�����(����) が示した市場を利用するコストという概念を, 取引コストという概念として精緻化
したのが����������(����) である｡ ����������(����) は, 取引コストの発生要因として人間の
限定合理性や機会主義を, そして環境要因として情報の非対称性や資産特殊性といった説明を加え,

取引コスト論として体系化された｡ 取引コスト論では, 市場を利用することによって発生する取引

コストが大きくなるのであれば, それを節約するよう, 市場取引が内部組織化される｡ このように,

市場と組織は代替的な関係とみなされる｡

一方, ��������������������(����) をはじめとするケイパビリティ論による企業境界の議論
では, 組織のケイパビリティの側面から, 経済主体間の知識共有や学習に伴うコストを節約するた

めに内部組織化が行われると説明されている｡ 彼らが提示した概念である動学的取引費用は, ある

経済主体がケイパビリティを持たない状況で, 経済主体間で知識移転や情報共有を行う際に必要な

コストであり, 内部組織であればそのコストを節約できると考えられている｡

もし, 組織が資源や活動のコーディネーションを行う際, 自身のケイパビリティと補完的なケイ

パビリティを, 外部の者が有していなければ, 動学的取引費用, すなわち ｢外部サプライヤーに対

し, 説得, 交渉, コーディネーション指示を行うコスト｣ (�������������������������) は高い｡
この時, 組織学習が容易な垂直統合という形態が効率的となる｡ 他方, もし企業自身が必要な時に

必要なケイパビリティを持たない状況で, 優れた外部企業, すなわち市場のケイパビリティが存在

するならば動学的取引費用は低く, 内部化する必要はない｡ この時には, 垂直分解という形態を選

択する, あるいは, 外部ケイパビリティを利用することが, 総付加価値をより高めるコーディネー
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ションを達成できる｡

動学的取引費用の高さは, 市場の厚みと関連する｡ 市場の厚みとは, 効率的なサプライヤーが多

数存在し, その取引を促すような市場をサポートする制度の発展度を表している｡ 制度が発達して

いなく取引量が小さい市場は, 薄い市場である｡ ここでの動学的取引費用は高いので, 内部化が志

向される｡ 一方, 厚みのある市場では, 生産の多様な段階について, それぞれの段階で特定の自律

的イノベーションがうまれ, ゆえに専門的な外部ケイパビリティが発達している｡ ここでは, その

段階をアウトソースし, 有望な外部ケイパビリティを利用することが効率的となりうる｡����������
本稿は, 農産物の地域ブランド化に成功した事例として, 広島レモンに注目する｡ この事例研究

においては, 広島県およびカゴメの発行資料や雑誌・新聞記事に加え, 広島県庁農林水産局と��
広島果実連へのインタビューによる情報収集を行った��｡���������
日本のレモン市場は９割を輸入品が占めるが, 国産レモンの６割を生産しているのが, 広島県で

ある (農林水産省 ｢平成��年産特産果樹生産動態等調査｣)｡ ２大産地の大長地区と瀬戸田地区は,
それぞれ瀬戸内海に浮かぶ大崎下島と生口島に位置している｡ 瀬戸内地方は温暖少雨で, 台風通過

が少ない｡ そこは, 傷がつきやすく, 柑橘の中でも寒さに弱いという性質を持つレモンの栽培に適

した地域なのであり, その歴史は古い｡ 始まりは����年, 和歌山から大長へネーブルの苗木を移
入した際, レモンの木が混ざっていたことと言われ, 昭和初期には, 瀬戸田で商業栽培が開始され

ている｡

輸入レモンが一般的となったのは, ����年の輸入自由化によってである｡ これにより, 産地は
大打撃を受け, 生産量は一時激減した｡ しかし, ����年代後半, 輸入品から防かび剤が検出され
たのを機に��, 生協等を中心に国産志向が強まり, 再びレモン栽培への取組みが開始されることと
なった��｡ 瀬戸内地域の穏やかな気候は, 傷から果実を守るための農薬散布を抑えることを可能と
するので, 広島のレモンは実がなり始める頃から防虫剤を使用せず, 出荷時にも防腐剤不使用であ

る｡ レモンは, 瀬戸内地域の地域性ゆえにもたらされる, 地域資源だと言えよう｡ ��広島果実連
は, ����年, 防腐剤一切不使用といった安全安心を特徴とする ｢広島レモン｣ を地域商標登録し

た｡ 現在, 広島レモンの生産量と作付面積は拡大しており, ����年には過去最高の生産量を記録
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―��―�� インタビューは, 広島県庁農林水産局 (����年�月��日｡ 於：広島県庁), ��広島果実連 (����年�月�日｡
於：��広島果実連広島支所) で行った｡�� 当時は使用が認められていなかった｡�� 広島ゆたか (大長地区) では, ����年から積極的に増殖が進められた｡ その理由は, 価格が安定的であった
こと, 産地適性を生かせること, 消費者ニーズが高まっていたことである｡ (根岸����)｡



している｡

こうした生産振興および以下に見るブランド化は, 広島県をあげての取組みである｡ 広島県が����年に策定した ｢レモン��億円産地計画｣ は, ����年までに県産レモンの生産量を２倍の１万
トン, 販売額にして��億円を達成し, 国内流通量を７％から��％に拡大するというプランである��｡
レモンが対象となった理由は市場の拡大可能性, すなわち国産へのニーズや業務用需要が見込める

こと, 栽培適地であって生産量一位であること, 収益性の高さである｡

果実の需要は, 生食用の果実と加工用の果汁に分けられる｡ 加工用果汁は取引価格が安く, 生産

者にとっては果実で売ることが命題である｡ 稲熊 (����) によれば, 日本の果実生産では生食用
果実が中心で, 季節感をもった高品質なものが生産され, 品種改良が進められてきた｡ しかし����
年以降, 果実の供給量は横ばいで国産については減少している一方, 果実加工品は増加している｡

レモンは見た目も大事な商品であるが, 寒さや風雨に弱いため製品率が低い��｡ そして, ����年
における国産と輸入, 果実と加工用の国内需要を見ると, まず生食用に対する家庭需要では国産が��％であるが, そもそもレモンのレパートリーが広くなく, 購入頻度や購入単位が小さい状況に
あった｡ 一方, 生食用でも業務需要となると, 果汁用需要と同様, 国産の占める割合は１％強しか

なく, 輸入が席巻していた｡

輸入レモンの強みは, 安定的な周年供給体制と低価格である｡ 広島レモンの出荷時期は��月か
ら�月で, 需要が高まる夏場の出荷量が少なく, 販売単価は通常の���倍となり, 輸入品との価格
差も大きくなる｡ しかし, その端境期を除けば輸入品との大きな価格差はなくなり, また大手企業

への商業流通においては安定供給が最重要であり, 通年出荷体制を整えることが優先的な課題であっ

た｡ なお, 田村 (����) によれば, ����年時点の広島レモンの市場発展は未発展段階で, 不認知
率は��％以上であった (田村��������������)｡
こうした状況で, 広島県はレモンのブランド化に向け, 多様なアクティビティを展開する｡

[周年供給体制の整備]

まず貯蔵方法については, ����年に一定の目処が立てられた｡ 広島県試験場に設けられたレモ
ンプロジェクトチームが開発した特殊な冷蔵技術により, 民間企業の一般施設を利用して, 販売す

るレベルの量のレモン貯蔵が可能となった��｡ 今後そうした施設を全国に数か所確保していくこと
も考えているそうであるが, 現在は国産レモンへの需要が増加していく, 貯蔵するよりも先に出荷

されている現状であり, これからは生産を拡大して貯蔵にも回せるようにしていきたいとのことで
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�� ｢����広島県農林水産業チャレンジプラン｣ の一部である｡ 農業分野の重点品目として, 他にキャベツやア
スパラガスが指定されている｡ �％という数値は����年から����年の平均値である (広島県����������)｡�� 製品率が低いとは, 加工用出荷になるということであり, 製品率が高いとは, 生果出荷が高いということで
ある｡ レモンは, ��％が加工用出荷となってしまうこともある (��広果連へのインタビューより)｡�� ����年, ��広島ゆたかは��あづみ (長野県安曇野市) のリンゴ貯蔵庫利用について業務提携を結んだ｡ リ
ンゴ貯蔵庫の有閑期となる春先に, 広島レモンの貯蔵庫として利用して首都圏や中京圏へ出荷する目的であ
り, 利用契約は低価格であった｡



ある｡

[需要開拓：レモン自体の価値向上]

近年, ハート型レモンの人気が飲食店やブライダルで伸びている｡ これは����年に発売された
ものであるが, 広島県立総合技術研究所と��三原による技術改良によって効率的な生産が可能と
なり, 生産と販売が本格化してきている｡ これは, 生果としての新規需要開拓と言えよう｡

加工用の新規需要開拓に関しては, 新品種 ｢イエローベル｣ の開発が挙げられよう｡ それは, 果

汁が多い, 種子が少ない, 酸味が少ないといった特徴を持ち (赤阪����), 栽培技術の安定化はま
だ課題として残るようではあるが, 和食や菓子に使いやすいものとして期待される｡

[需要開拓：レモン商品の開発]

広島県内でレモンの認知度が高まり始めたのは����～����年頃, 県内企業がレモン菓子に注目
し始め, 土産物として用いられることが徐々に増えてきた｡ そこに, ����年の東京発のレモン鍋
ブームも加わったが, 何より一気に火を付けたのは����年春の ｢ひろしま菓子博 (全国菓子大博

覧会)｣ であった｡ このとき, 会場には ｢広島レモン特集｣ の大きなブースが設置され, それに向

けて県内でレモン菓子の開発が展開された��｡ 県内の調理学校からレシピ提案を受け, ��広島果実
連がレモンを提供し, 県内メーカーが商品化する形で, ��社��商品のレモン菓子が菓子博に並ん
だ｡ ブースには大行列ができ, ここでの大人気を受け, レモン菓子の商機がつかまれた｡ 菓子博は,

消費者の反応を知るテスト市場として機能したと言えよう｡

菓子以外でも, レモンを添え物から主役食材へと広げるべく, レモンの様々な食べ方の提案がな

された｡ レモン市場拡大の上でターゲットとしたのは大消費地である首都圏であり, ｢レモンレシ

ピ��選｣ の開発では, 東京の料理家や広島出身で東京在住の料理家に依頼がなされた｡ また, レ
モン鍋を提供してくれる飲食店とセットでの��や, ネット検索につながるようブロガーを招いて
のレモン鍋お披露目会が開催された｡ 量販店では, レモン鍋, 塩レモン焼きそば, 牡蠣とレモンと

いったクロス��が展開されている｡
[広告宣伝：情報提供型の出会い]

マスコミに取り上げられるよう, レモン鍋といった新しい切り口と ｢日本一の産地｣ というセッ

トで積極的にアプローチした結果, テレビ番組や新聞, 雑誌で紹介されるようになった｡ そして����年��月��日には, ������トップページのトピックスに ｢レモン鍋が定番に？ 広島県��｣ と
いうタイトルで掲載された｡ それにより, 自ら検索をかけて特産品の情報収集を行おうとする少数

者以外にも, 広く広島レモンが��された｡
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―��―�� ｢これまでの菓子博は既存の菓子を集めて展示することが多く, 菓子博用に新商品を用意するのは珍しい｣
(菓子博の出展・褒賞部長 大谷博国氏｡ 日本経済新聞, 地方経済面 中国, ����������)



また�����の市川美織氏の ｢広島レモン大使｣ 就任も, マスコミに多く取り上げられるきっか

けとなったと言えよう��｡ 丸の内で行われたレモン大使任命式には湯崎広島知事も参加し, またマ
ツダスタジアムで行った始球式等については,いくつかの人気テレビ番組で密着特集がなされた｡

[広告宣伝：販売拠点型の出会い]

現在, 広島駅や空港の土産物売場には多くのレモン商品が並んでおり, 銀座にある広島県のアン

テナショップ���でも, レモン商品は非常に人気がある｡ また, ��広島果実連が発売した ｢広島

レモンサイダー｣ は, ��� ｢マイチョイス｣ や��西日本の車内で販売され, その ｢反響は大きく,
レモンの��という意味で満足度は高かった｣ (��広島果実連) と言う��｡��������������������
カゴメの数ある野菜飲料の中でも, ����年の発売から��年を迎えた ｢野菜生活���｣ は, 同社の

代表的商品である｡ その特徴は果実を多く含んでいて飲み易いことで, �����代といった若い年代
に人気がある｡ ����年代初期までの野菜飲料はトマトジュースやトマトミックス野菜ジュースが
主で, 顧客はヘビーユーザーであった｡ しかし, その市場が停滞する中で, ����から��年には人
参を主原料とする野菜果実ミックスジュースが登場する｡ それは ｢若い女性や男性が牽引する, ど

ちらかといえば清涼飲料に近い市場｣ (細井����, ����) であり, ｢野菜生活���｣ は, 一部の健康
意識の高い顧客範囲を超えた ｢みんなにおいしい｣ 飲料として, コンビニでのチルド紙容器販売の

形で, 若年層をターゲットに投入された｡ そして, ����年には従前のトマトジュースや野菜ジュー
スの売上を超え, フラッグシップ・ブランドとなった｡ とりわけ����年発売の ｢紫の野菜｣, ����
年発売の ｢黄の野菜｣ は年商���億円級の売上を記録した｡
しかし, このように野菜生活シリーズの順調な展開が続いたものの, ����年と����年には売上
が減少する｡ その原因の１つは, 若者を中心に選択的ユーザーが離れたことにある｡ それまでは,

上記ヒット商品を中心に新規顧客を獲得してきたのだが, その人気が落ち着き, 飲用経験者もとう

に��％を超えていて, 健康飲料として定着しきっていた｡ また, 野菜飲料市場自体, 原料となる
輸入野菜に対する消費者の不安の高まりや, カロリーゼロの清涼飲料水や特定保健用食品といった

広い意味での健康飲料の発売, 果汁の原料高騰といった状況を抱えていたことに加え, さらにカゴ

メはこのとき出荷価格改定を行い, 他社商品に比べてカゴメのみが実質��％の値上げとなってい
た｡ こうした状況で, ����年には, 野菜生活の新商品発売ペースは従来の年２回から増やされる

特産品の地域ブランド戦略－広島レモンの事例から

―��―
�� �����兼任｡ 在籍グループは, レモン大使就任時 (����年) のもの｡ 市川氏のレモン大使任命の経緯は,
市川氏の ｢レモンになりたい｣ との発言に��広島果実連が着目し, ｢レモンを有名にしたい｣ 広島側と利害
が一致したことから, 就任が提案された｡�� ｢広島レモンサイダー｣ の開発コンセプトは ｢レモン１個分の果汁を入れよう｣ というものであり, 一般的

には果汁率が１％以下であるのに対して, これは果汁��％のものとなった｡ 開発において消費者ニーズの調
査等は行っていないが, 日頃から小売店のバイヤーや消費者と接する中で ｢女性はカロリーを気にしてフルー

ツを食べない｣ といった情報を得ており, 同商品は砂糖不使用, カロリーゼロである｡



こととなり, ����年には ｢紫の野菜｣ と ｢黄の野菜｣ のリニューアルに加え, ｢野菜生活����������！｣ や ｢やさいしぼり｣ が新商品として投入された��｡
そして����年, 野菜飲料の回復に向けて, 飲用者数と１人当たり飲用量の双方を増加させる必

要があるということから, 野菜生活シリーズのバリエーションを拡大すべく ｢野菜生活�����������｣ と ｢野菜生活���季節限定｣ シリーズが発売された｡ 前者には, 大豆飲料を投入することでの
新規飲用者数の増加が, 後者には, 季節限定品として飲用機会を増加させることが期待され, この

年には４種類が発売された｡

｢季節限定｣ シリーズは, それまでの野菜生活のバリエーション拡大が色 (｢紫｣ や ｢黄｣ など)

や飲む時間帯 (����年発売 ｢野菜生活���朝のむ野菜｣) を軸としていたのに対し, 季節感という
新たな切り口から開発された｡ また, このシリーズはカゴメが����年から展開する ｢地産全消｣,

すなわち ｢全国の自治体や��と協定を結び, 各地の特産品の魅力をカゴメブランドの商品として
全国にお届けする｣ (カゴメ���������) 活動よる商品である｡ ｢季節限定｣ シリーズの第一弾商品
は����年�月発売の ｢沖縄シークヮーサーミックス｣ であり, その原料は��おきなわより供給を
受けている��｡
こうした商品開発は, カゴメが営業戦略として重視しているエリアマーケティングとも関連して

いよう｡ ����年には, 重要課題の１つとしてエリアマーケティング実践力の向上が挙げられ, 組
織変革が行われている｡ 従来は飲料事業, 乳酸菌事業, 食品事業という商品カテゴリ別のビジネス

ユニット制だったのに対し, それらを統合し, 商品企画部と営業政策部に分けたのである｡ 営業政

策部に期待されたのは, 各地域の営業現場と本社の商品開発をつなげる役割であり, 全国を５ブロッ

クに分け, それぞれにエリア担当が設置され, 地域別の制度となった｡ これは, 市場の反応や情報

の早期把握を可能とし, ｢従来, 総合研究所を中心に技術的に商品というハードウエアを創ること

には長けていましたが, マーチャンダイズや生活の中のプロダクトとしてのソフトウエア面に課題｣

があった点を克服することができた (カゴメ����年�月期 第�四半期決算説明会資料)｡��������������������������
こうしたエリアマーケティング活動によって生まれたヒット商品の１つが, ����年発売の ｢野

菜生活���季節限定 瀬戸内レモンミックス｣ である｡ それは, カゴメの地域密着型戦略と広島レ

モンのブランド化戦略が相互補完的に機能した商品開発であったと言えよう｡

広島県は����年, 瀬戸内の地域資源を活用した観光拠点作り (｢瀬戸内海の道構想｣) に取り組
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�� ｢��������｣ は野菜・果汁���％だが, クリアブレンド製法を用いてすっきりと飲み易く作られた｡ 野菜飲料
が, 清涼飲料水と同じく ｢お風呂上り｣ といったシーンで飲用されていることに対応したもので, 紙パック

ではなくペットボトルでの販売である｡ また, 原料を絞ることでコストを削減している｡ 一方, ｢やさいし

ぼり｣ は, 野菜の汁���％で作られている｡�� 稲熊 (����) によれば, 果実や果汁の品質とは ｢お客様が判断する価値｣ であり, 形・味・香り以外にもあ

る｡ その例として沖縄のシークヮーサーは, メタボに対する効果への期待に加え, 沖縄に対する健康的なイ

メージから健康長寿という価値が見出され, ����万から��億円の市場を形成した｡



む中で, 瀬戸内の食の地域資源探しや, それを活用したメニュー作りを考えていた｡ 一方, 広島に

あるカゴメ中国支店も ｢全国の各地域や都道府県で ｢売りたい食材｣ ｢おいしい食材｣ が何かを調

べ, それらを使った商品を作り始め｣ (毎日新聞��������) るべく, 広島県庁にヒアリングを行っ
た｡ 広島県は様々な食材を提示し, 中でも一押しはレモンと牡蠣であると伝えた｡ また, 県庁職員

とカゴメ社員が, 広島レモンと輸入レモンを一緒に食べ比べたりする中で, 広島レモンの ｢とげと

げしくない, 甘味のある酸っぱさ｣ という特徴に改めて気づき, そうした中でカゴメによってレモ

ンを使用したジュースの試作品が作られ, 県庁に商品化の話が持ち込まれた��｡
各地の特産品が利用される ｢季節限定｣ シリーズの中でも, 広島レモンの事例が特徴的だったの

は, 広島県とカゴメが ｢瀬戸内レモン協定｣ を締結した点にある｡ この協定の目的は ｢広島県とカ

ゴメ株式会社が相互に連携することにより, 双方の資源を有効に活用した協働による活動を推進し,

広島県の一層の地域の活性化及び県民サービスの向上に資すること｣ であり, 具体的な項目は ｢①

広島レモンのブランド価値の向上に関すること, ②瀬戸内ブランドの��に関すること, ③食育の
推進に関すること, ④県産品の消費拡大に関すること, ⑤社会貢献に関すること, ⑥その他, 県民

サービスの向上, 地域社会の活性化に関すること｣ (広島県・カゴメ����) である｡ 県と一民間企
業が互いに�������の関係を築くために, 協定締結という形が選択された��｡
商品化に当たって広島県側が不安を感じたのは, 原料供給の安定性であったと言う｡ しかし, 当

時はまだレモンの用途が広がっておらず, ��広島果実連には果汁の在庫が残っていたため, それ
を供給することができた｡ その価格は高くはなかったが, ｢瀬戸内レモンミックス｣ と同時発売の

｢野菜生活�����������瀬戸内レモン＆ホワイトグレープ｣ で, 合わせて����の広島県産レモンが
使用された｡ また, 商品パッケージには他の ｢季節限定｣ シリーズ同様に地域の情報が掲載され,

瀬戸内の写真, ｢瀬戸内ひろしま, 宝しま｣ という広島県のロゴ, 広島県産レモンの情報が印刷さ

れている｡ 事後調査によれば, レモン果実の主な需要世代が��－��代であるのに対し, ｢野菜生活｣
の商品化によって, その購買層である若い世代へレモンを��することが出来た (中村����)｡������
本稿は最初に２つの問題を提示し, ケイパビリティ論による考察を行った｡ まず, 地域ブランド

構築とはどのようなアクティビティであるかという問題に対して, 次の解答を提示する｡ 地域ブラ

ンドとは, 各種の地域資源ブランドから補完的に構築されるものである｡ そして地域資源ブランド

特産品の地域ブランド戦略－広島レモンの事例から

―��―
�� カゴメによる試作品は, ジュース以外にもいくつか作られ, レモンの汎用可能性の広さに改めて気付いたと
言う (広島県庁へのインタビュー)｡�� 大手の飲食チェーンや飲料食品メーカーによる取扱いは, 大規模な量の販売につながるうえ, 全国展開の販
路に乗せて知名度を普及させることもできる (��広島果実連へのインタビュー)｡ 広島県ではカゴメ以外に
も, 県と�����が ｢瀬戸内広島レモン パートナーシップ協定｣ を締結し, ｢ポッカ広島レモン｣, ｢瀬戸
内レモンウォーター｣, ｢ふってふってゼリー瀬戸内レモン｣ が発売されたり, 和幸商事と��広島果実連の
業務用出荷契約では, 全国の ｢とんかつの和幸｣ ���店舗で広島レモンが提供された｡



とは, 地域の有形・無形の資源が補完的に組み合わせられることで創出されるものである｡ 次に,

特産品 (食品) の地域ブランド化戦略を考えるうえで重要な問題とは, １次 (生産), ２次 (商品

化), ３次 (販売) のアクティビティをいかにコーディネートするかという戦略上の問題とみなす

必要がある｡ そしてそれは, 資源やアクティビティのコーディネーション問題を分析するケイパビ

リティ論によって理解することができる｡

ケイパビリティ論は, 組織の持つケイパビリティ, すなわち資源活用能力という観点から戦略や

企業境界を説明する｡ この観点は, 地域ブランドの考察においても有用であると思われる｡

今日, 地域ブランドあるいは地域資源ブランド構築の取組みに関して, しばしば耳にするのは,

｢当該地域にはこんなに素晴らしい自然がある, 美味しい食材がある, 歴史がある｣ といった言葉

である｡ しかし, 素晴らしい自然, 美味しい食材や歴史といった固有かつ特異な地域資源は, 日本

全国に散在する｡ そして多くの場合, これらは地域内で別個にブランド化の取組みや情報発信がな

されるものの, 地域全体で経済価値を最大化するための一貫したサプライチェーンが構築されてお

らず, 資源は潜在力を持つものの価値創出にはつながっていない｡

旅行業の世界で聞くのは, 観光客に対して地元民が口に出してはいけない言葉は, ｢あたりまえ｣

と ｢なにもない｣ だということである｡ まず, 地域資源ブランド構築においては, 各地が ｢あたり

まえ｣ に思っている資源, あるいは ｢なにもない｣ と注目していない資源も含め, さまざまな経済

主体が持つ有形・無形の資源を補完的に組み合わせて活用する企業境界を越えた組織ケイパビリティ

が求められる｡

また, 食の特産品という地域資源ブランドに焦点を当てると, 農産物それ自体で差別化すること

は容易でなく, ブランド化においては商品開発や販売といったマーケティング活動が重要となる｡

そして, 採るべきマーケティング戦略は, 特産品各々の市場発展段階によって異なる｡

今日, 特産品作りに関する政策として６次産業化が積極的に展開されている｡ それは, 個別の経

営体である１次生産者が, ２次と３次のアクティビティに活動範囲を拡大し, 垂直統合によって経

済価値を専有することを推奨する ｢狭義の６次産業化｣ である｡ 各自治体が予算を投入してこのよ

うな政策を進めているものの, ほとんどのケースで成功しているとは言いがたい｡ その原因として

考えられるのは, １次産業者には２次や３次に関する知識や資源が不足しているという点であろう｡

とくに農作物という優れた資源を有していたとしても, それを商品として販路を拡大するのは難し

く, そうであるならば農作物のブランド化も困難である｡ そのような状況で１次生産者が２次や３

次のアクティビティに活動範囲を拡大するよう促すことは, 現実的ではない｡ 全国的に高い認知度

を持つ既存の大手企業やその製品とのコラボレーションが可能であれば, そのような外部ケイパビ

リティを利用することによって地域資源の販路や認知度を効果的に高めることができる｡ １次産品

の価値を効率的に高めるためには, ２次と３次のアクティビティを統合するというよりも, 戦略的

提携といった形態で, 市場に存在する優れた外部のケイパビリティを利用することが重要であると

考えられる｡ １次, ２次, ３次産業のプレイヤーによる組織的な統合による６次産業化だけでなく,

大手企業との提携を主とした大規模な６次産業化の可能性も, 主要な１つの選択肢として考えるべ
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きである｡ このような視点に従えば, 各プレイヤーの効果的な連結をサポートするような, 行政や��といった第三者的プレイヤーの戦略性が一層求められるようになろう｡
本稿は, 特産品のブランド化に成功した事例として広島レモンに注目した｡ 広島レモンは, 広島

県の瀬戸内地域の地域性によって特徴づけられる, 地域資源である｡ それは, 瀬戸内ブランドとい

う傘ブランドを構成するために着目された食の地域資源であった｡ こうした取組みが始まった����
年について, 日経ブランド戦略サーベイ (����) 及びそれに基づく田村 (����) は, 当時の広島
レモンの認知度が低く, 市場発展段階は未発展であったことを示している｡ 未発展段階の商品は,

知名度を向上させることと生産体制の整備が優先課題である｡ 多様な取組みの結果, 生産体制の確

立と認知度の向上が達成された (表１)｡ そして, 農産物のブランド化に取り組む目的である, 取

引価格の上昇についても, 表２の通り, 結果が表れている｡

最後に, なぜ広島レモンではこうしたビジネス・モデルが実行され, 成功することができたのか

について２つの要因を挙げ, 実践的インプリケーションとしたい｡ まずひとつは, レモンの汎用可

能性である｡ 優れた外部ケイパビリティが存在する市場とは, 発達していて取引相手が多い, 厚い

市場である｡ レモンは, 菓子や飲料, 化粧品や酒といった厚い市場で, 多様にコーディネートされ

うる可能性を持っていた｡ そのため, それぞれの市場で外部企業が持っていた, 商品化や販売に関

する優れたケイパビリティとコーディネートされえたのであり, こうしてレモン市場の拡大がもた

らされた｡ ここから, 各地域はブランド化の対象とする特産品 (農産物) を戦略的に選択すること

が重要であると言える｡

そして, もうひとつの要因として, 外部ケイパビリティの利用を含め, 新しい取組みにも積極的

であるという広島県庁の組織的特徴を挙げることができるのではないだろうか｡
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日経ブランド戦略サーベイ (����) より筆者作成｡



今日, 多くの地方自治体が特産品作りを始め, 地域活性化に関連する項目に少なくない予算を計

上している｡ また, 行政組織において新奇的なことに取り組むのは容易ではないだろう｡

レモンに限らず, 近年の広島県の取組みの特徴として, 民間企業との連携やマスコミの宣伝力を

効率的に利用していることが挙げられる｡ 話題になった����年の広島県観光キャンペーン ｢おし

い！広島県｣ は, どうしたらマスコミに取り上げられ, コストをかけずに宣伝ができるかという観

点から考えられたとされ (矢野経済研究所����), そうした一連の施策を担当していた広島県の樫
野��� (広報統括責任者) は, ｢民間との連携は, 県が予算をつけずに実行可能で, 費用負担が軽
い｣ (日経新聞����������) と述べている｡
カゴメとのコラボレーションの実現は色々な ｢偶然｣ が重なった結果だと, 担当であった県庁職

員は言う｡ ここには, 広島県庁の組織的能力を感じとることができる｡ すなわち外部ケイパビリティ

にも偏見を持たず, ひとつひとつの ｢偶然｣ の機会を捉えていくことができるというケイパビリティ

を広島県は有しているために, カゴメとの戦略的提携という成功的なコーディネーションがもたら

されたと思われるのである｡��������
インタビューにご協力くださった広島県庁農林水産局, ��広島果実連に感謝申し上げます｡ 但し, 本稿におけ
る誤りの責任は筆者に帰する｡

赤阪信二 (����) ｢広島県のレモンブランド化に関する研究成果｣ 『果実日本』 �����������
青木幸弘 (����) ｢地域ブランドを地域活性化の切り札に｣ 『ていくおふ』 �������������
今村奈良臣 (����) ｢『農業の６次産業化』 の路線提起の歴史を問う｣ 『��総研レポート特別号』 ������������
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東京都中央卸売市場資料より筆者作成｡



電通�����������編 (����) 『地域ブランド・マネジメント』 有斐閣｡
博報堂 地ブランドプロジェクト (����), 『地ブランド』, 弘文堂｡
広島県 (�����) 『����広島県農林水産業チャレンジプラン アクションプログラム』｡
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